
災害時における施設等の利用に関する協定

浦安市（以下「甲」という。）とホテル東京ベイ株式会社（以下「乙」という。）は、甲

の区域内にて災害対策基本法第２条第１号に定める災害（以下「災害」という。）が発生し、

又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に、甲が開設する指定避難所の

みでの避難者の受け入れが困難な場合における乙の管理する施設等の利用に関して、次の

とおり協定（以下「本協定」という。）を締結する。

（目的）

第１条 本協定は、災害時において、甲が乙の管理する施設の全部又は一部を避難所、一

時滞在施設及び水害時一時避難施設として利用することについて、必要な事項を定める

ことを目的とする。

（協力・支援の内容）

第２条 甲は、災害発生時に、乙に対し次に掲げるものについて協力・支援を要請するこ

とができる。

(1) 避難所の開設

ア 要配慮者その他甲と乙が協議の上必要と認める者に対し、乙の宿泊施設を避難所

として提供すること。

イ 避難者に対し、乙の施設において、食事及び生活物資を提供すること。

(2) 帰宅困難者の支援

ア 帰宅困難者に対し、乙の施設の一部を一時滞在施設として提供すること。

イ 帰宅困難者に対し、乙の施設において、水道水及びトイレを提供すること。

ウ 帰宅困難者に対し、知り得た災害に関する情報、公共交通機関の運行情報及び道

路情報等を提供すること。

(3) 水害時一時避難施設としての利用

水害の発生時等において、緊急避難している避難者に対し、乙の施設の一部を一時避

難施設として提供すること。

（協力・支援を行う場所）

第３条 乙が協力・支援を行う場所は、以下の施設とする。

名称 所在地

ハイアットリージェンシー東京ベイ 千葉県浦安市明海五丁目８番 23 号

（協力・支援の要請）

第４条 甲は、災害時に必要と認めるときは、乙に対して第２条で掲げた事項について協

力・支援を要請するものとする。



２ 前項の規定による要請は、原則として施設使用要請書（第１号様式）により行うもの

とする。ただし、これによりがたい場合、口頭又は電話により要請し、その後速やかに

書面を提出するものとする。

（協力・支援の実施）

第５条 乙は、前条の規定により、甲から協力・支援の要請を受けた時は、可能な範囲に

おいて、協力・支援を実施する。この場合、協力・支援の可否、規模、範囲、期間等に

ついては、同建物の稼働状況（空室の有無等）及び被災状況等を勘案し乙が決定し、甲

に回答した上で実施する。

２ 甲は、乙に対して、状況に応じて食料品、生活物資等を供給するものとする。

３ 甲は、職員等を派遣し、避難者に対する健康状態のモニタリング、体調管理、発熱や

咳の症状が出た者への対応等を実施するものとする。ただし、これによりがたい場合は、

甲と乙の協議の上別途定めるものとする。

（対象者の割振り）

第６条 避難所利用の対象者の割振りは、甲が行うものとする。

２ 甲は、前項の割振りを災害発生後速やかに行えるよう、受入可能人数、受入手順等に

ついて、事前に乙との連絡調整を行うものとする。

（費用負担）

第７条 甲からの要請による、第２条各号の規定の協力・支援に費用を要した場合や、乙

の故意・重過失によらずに乙に損害が生じた場合は、甲が負担するものとする。

２ 前項の規定により、甲が負担する費用は、災害直前における適正な価格を基準として、

甲と乙の協議の上、決定する。

３ 第１項の規定により、甲が負担する協力・支援に係る費用は、次に掲げるものとする。

(1) 避難者の費用（施設使用及び食事提供に係る料金を含む。）

(2) 協力・支援に係る光熱水費

(3) その他協力・支援上甲が必要と認めるもの

（受入実績の報告と請求）

第８条 乙は、協力・支援を終了したときは、速やかに業務実施報告書（第２号様式）及

び受入実績報告書（第３号様式）を甲に提出するとともに、請求書により甲に対して費

用を請求する。

（費用の支払い）

第９条 甲は、前条の規定により乙から費用の請求があった場合は、請求書を収受した日

から１か月以内に支払うものとする。



（損害賠償）

第１０条 甲からの要請による第２条各号の規定の協力・支援の業務に従事した乙の従業

員（乙への協力者を含む。）が業務中に損害を受けたときは、その損害に対する補償は、

千葉県市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和５２年条例第１号）の例に準じて行う

ものとする。

（災害時の情報共有）

第１１条 甲及び乙は、災害時に得た情報を相互に提供し合い、情報の共有化に努めるも

のとする。

（守秘義務）

第１２条 甲は、本協定で知り得た避難所等の警備に関する情報その他の営業上の秘密情

報を、第三者に提供してはならない

２ 乙は、本協定で知り得た地域住民の個人情報を、あらかじめ書面による甲の了解があ

った場合を除き、本協定の目的外で利用し、又は、第三者に提供してはならない。

（平時の取組み）

第１３条 甲及び乙は、災害発生時における円滑な協力体制を図られるよう、平時から受

入に関する連絡調整体制の整備に努めるものとする。

（有効期間）

第１４条 本協定の有効期限は、本協定の締結日から令和６年３月 31 日までとする。ただ

し、有効期限満了の 30 日前までに甲乙いずれからも何らの申出がないときは、期間満了

の日から１年間延長するものとし、以後も同様とする。

（協議）

第１５条 本協定に定めがない事項又はこの協定について疑義が生じたときは、甲と乙の

協議の上、定めるものとする。

本協定の締結の証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保

有する。



令和５年４月 19 日

千葉県浦安市猫実一丁目１番１号

甲 浦安市

浦安市長 内 田 悦 嗣

東京都千代田区大手町二丁目１番１号

乙 ホテル東京ベイ株式会社

ハイアットリージェンシー東京ベイ

代表取締役社長 小 澤 真 也


